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(57)【要約】
【課題】加熱処理を行わずに等方相部分と液晶相部分を
設けた一体型の位相差層を備える液晶表示装置の製造方
法を提供する。
【解決手段】半透過反射型の液晶表示装置の製造方法で
あって、一方の基板上に光学層配向膜２４を形成する工
程と、光学層配向膜２４上に光重合性の液晶材料を塗布
する工程と、反射表示領域に配置された液晶材料に選択
的に光Ｌを照射し、反射表示領域に、液晶材料を重合し
てなる第１光学層３０ｒを形成する工程と、透過表示領
域に配置された液晶材料上に有機溶剤を含む液状体７０
を配置し、有機溶剤に液晶材料を溶解させて液晶材料を
等方相状態とする工程と、透過表示領域に配置された液
晶材料に光Ｌを照射し、透過表示領域に、等方相状態の
液晶材料を重合してなる第２光学層３０ｔを形成する工
程と、を備えることを特徴とする。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の基板間に液晶層が挟持され、１画素領域内に反射表示領域と透過表示領域とが設
けられ、前記一対の基板のうち一方の基板の前記液晶層側に、前記反射表示領域に配置さ
れ可視光に対して光学異方性を有する第１光学層と、前記透過表示領域に配置され可視光
に対して光学異方性を持たない第２光学層と、を有する光学層が形成されてなる液晶表示
装置の製造方法であって、
　前記一方の基板上に配向膜を形成する工程と、
　前記配向膜上に光重合性の液晶材料を含む溶液を塗布する工程と、
　前記反射表示領域に配置された前記液晶材料に選択的に光を照射し、前記反射表示領域
に、前記液晶材料を重合してなる前記第１光学層を形成する工程と、
　前記透過表示領域に配置された前記液晶材料上に有機溶剤を含む液状体を配置し、前記
有機溶剤に前記液晶材料を溶解させて前記液晶材料を等方相状態とする工程と、
　前記透過表示領域に配置された前記液晶材料に光を照射し、前記透過表示領域に、前記
等方相状態の液晶材料を重合してなる前記第２光学層を形成する工程と、を備えることを
特徴とする液晶表示装置の製造方法。
【請求項２】
　前記液晶材料を含む溶液、前記有機溶剤の少なくとも一方に、カルボニル基を有する極
性溶媒を用いていることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項３】
　前記極性溶媒は、ケトン類であることを特徴とする請求項２に記載の液晶表示装置の製
造方法。
【請求項４】
　前記有機溶媒は、大気圧下における沸点が７０℃以上１６０℃以下であることを特徴と
する請求項２または３に記載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項５】
　前記液晶材料を塗布した領域の全面に前記液状体を配置することを特徴とする請求項１
から４に記載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項６】
　前記液状体は、ポジ型感光性樹脂を含んでいることを特徴とする請求項５に記載の液晶
表示装置の製造方法。
【請求項７】
　前記第２光学層を形成する工程では、前記第１光学層とは異なる領域に対応する位置に
設けられた透光性を有する第１領域と、前記第１光学層に対応する位置に設けられた第２
領域と、を備えたマスクを介して光を照射することにより前記第２光学層を形成すると共
に、前記光学層上に前記ポジ型感光性樹脂を含む保護膜を形成し、
　第１領域の光透過率は、第２領域の光透過率よりも高いことを特徴とする請求項６に記
載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項８】
　前記液状体は、ネガ型感光性樹脂の前駆体を含んでいることを特徴とする請求項５に記
載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項９】
　前記第２光学層を形成する工程では、前記第１光学層とは異なる領域に対応する位置に
設けられた透光性を有する第１領域と、前記第１光学層に対応する位置に設けられた透光
性を有する第２領域と、を備えたマスクを介して光を照射することにより前記第２光学層
を形成すると共に、前記光学層上に前記ネガ型感光性樹脂を含む保護膜を形成し、
　第１領域の光透過率は、第２領域の光透過率よりも低いことを特徴とする請求項８に記
載の液晶表示装置の製造方法。
【請求項１０】
　前記液晶材料は、光重合開始剤を含むことを特徴とする請求項６から９のいずれか１項
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に記載の液晶表示装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　様々な電気光学装置の光変調装置として、外光を利用した反射型の表示方法と、バック
ライトなどの内部の光源を利用した透過型の表示方法と、を兼ね備えた半透過半反射型の
液晶表示装置が用いられている。半透過半反射型の液晶表示装置は、周囲の明るさに応じ
て反射モードまたは透過モードのいずれかの表示方式に切り替えることにより、消費電力
を低減しつつ周囲が明るい場合でも明瞭な表示が行えるようにしたものである。このよう
な液晶表示装置では、反射表示を行う領域と透過表示を行う領域との表示方式の違いによ
り位相差が生じるため、位相差層が設けられている。
【０００３】
　従来の位相差層は、例えば反射表示領域に、フォトリソグラフィ法など公知のパターニ
ング技術を用いて選択的に形成された構造が一般的であった。しかしながら、このような
構造だと、位相差層の設置箇所／非設置箇所で形成材料の差に起因して表面性が異なるた
め、位相差層を覆って積層構造を構築する際に、層構造の付着不足や剥離などの不具合が
生じやすい。
【０００４】
　そのため、位相差層の形成材料を用いて、液晶相を備える位相差層の形成領域とは異な
る領域に光学的に不活性な等方相を形成し、位相差相と等方相とを具有する一体型の位相
差層が提案されている。このような一体型の位相差層では、同じ形成材料を用いて相状態
を変えることで位相差相と等方相を作り分けるため、上記のような形成材料差による表面
性の違いが生じないという利点がある。
【０００５】
　このような一体型の位相差層の形成方法としては、光反応型の重合性液晶材料を用いて
位相差を生じる液晶相部分を選択的に形成した後、未反応の重合性液晶材料を等方相転移
温度にまで加熱して等方相状態とし、等方相状態を維持したまま重合させて等方相部分を
形成する方法が知られている（例えば、特許文献１，２参照）。このような形成方法は、
等方相転位温度以上に加熱して等方相を形成することから、サーマルパターニング法と呼
ばれる。
【特許文献１】特開２００５－８４２７１号公報
【特許文献２】特開２００７－１０１６４５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、サーマルパターニング法の特徴部分である等方相の形成段階では、未反
応の重合性液晶材料を等方相転移温度以上に加熱し、該温度以上を保ったまま露光して液
晶材料を重合させる必要がある。そのため、液晶材料の温度制御を行いながら露光を行う
ために、例えば液晶材料の加熱もしくは保温が可能な温度制御装置が付設された露光装置
のような特別な装置を必要とする。
【０００７】
　また、等方相転移温度以上に加熱する際、液晶相部分の液晶材料高分子鎖の運動（ミク
ロブラウン運動）が活発となり、液晶材料の配向が乱れて所望の液晶相状態が保てないお
それがある。そのため、例えば未反応の重合性液晶材料の等方相転移温度以上で、重合し
た液晶材料のガラス転移温度以下といった温度に制御する必要があるが、制御温度は用い
る液晶材料ごとに設定する必要があり、作業が煩雑になる。
【０００８】
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　本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであって、加熱処理を行わずに等方相部
分を設けた一体型の位相差層を備える液晶表示装置の製造方法を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記の課題を解決するため、本発明の液晶表示装置の製造方法は、一対の基板間に液晶
層が挟持され、１画素領域内に反射表示領域と透過表示領域とが設けられ、前記一対の基
板のうち一方の基板の前記液晶層側に、前記反射表示領域に配置され可視光に対して光学
異方性を有する第１光学層と、前記透過表示領域に配置され可視光に対して光学異方性を
持たない第２光学層と、を有する光学層が形成されてなる液晶表示装置の製造方法であっ
て、前記一方の基板上に配向膜を形成する工程と、前記配向膜上に光重合性の液晶材料を
含む溶液を塗布する工程と、前記反射表示領域に配置された前記液晶材料に選択的に光を
照射し、前記反射表示領域に、前記液晶材料を重合してなる前記第１光学層を形成する工
程と、前記透過表示領域に配置された前記液晶材料上に有機溶剤を含む液状体を配置し、
前記有機溶剤に前記液晶材料を溶解させて前記液晶材料を等方相状態とする工程と、前記
透過表示領域に配置された前記液晶材料に光を照射し、前記透過表示領域に、前記等方相
状態の液晶材料を重合してなる前記第２光学層を形成する工程と、を備えることを特徴と
する。
　この方法によれば、液状体に含まれる有機溶剤が液晶材料に溶け込むことで液晶材料の
配向秩序を乱すため、等方相転移温度以上に加熱することなく液晶材料を等方相とするこ
とができる。また、予め重合させている第１光学層は液状体により配向状態が変化するこ
とがない。したがって、温度制御と同時に露光を行い液晶材料を重合させるといった煩雑
な工程が不要となり、工程負荷を減らし容易に高品位な光学層を備えた液晶表示装置を製
造することができる。
【００１０】
　本発明においては、前記液晶材料を含む溶液、前記有機溶剤の少なくとも一方に、カル
ボニル基を有する極性溶媒を用いていることが望ましい。
　このような有機溶剤は、重合性の液晶材料との相溶性が高いため、液晶材料と良好に混
ざり合って配向秩序を乱し、確実に等方相とすることができる。
【００１１】
　本発明においては、前記極性溶媒は、ケトン類であることが望ましい。
　この方法によれば、加水分解に代表される有機溶剤の分解反応が起こりにくいため、形
成される第２光学層に余分な夾雑物が混入せず、高品位な光学層を備える液晶表示装置を
製造することができる。
【００１２】
　本発明においては、前記有機溶媒は、大気圧下における沸点が７０℃以上１６０℃以下
であることが望ましい。
　有機溶剤の沸点が７０℃未満であると、有機溶剤の揮発・蒸発が進みやすいため、十分
に等方相への相状態の変化が進行する前に、有機溶剤が蒸発してしまうおそれがある。ま
た、有機溶剤の沸点が１６０℃より高いと、光学層形成後に有機溶剤が残存しやすく、除
去が困難となる。そのため、この温度範囲の沸点を備える有機溶剤を用いると、良好に等
方相を形成し、液晶表示装置を製造することが容易となる。
【００１３】
　本発明においては、前記液晶材料を塗布した領域の全面に前記液状体を配置することが
望ましい。
　予め重合し形成された第１光学層は液状体により配向状態が変化することが無いため、
液状体を全面塗布することで、簡便な工程にて光学層を形成することができる。
【００１４】
　本発明においては、前記液状体は、ポジ型感光性樹脂を含んでいることが望ましい。
　この方法によれば、液晶材料を光重合させるための露光を行うと、同時に液状体に含ま
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れるポジ型感光性樹脂が分解し、生成する分解物が液晶材料中に分散する。すると、有機
溶剤と共に該分解物も液晶材料の配向秩序を乱すため、更に容易に液晶材料を等方相とす
ることができる。更に、分解物は形成される第２光学層に残存するため、重合後も良好に
等方相を維持する。したがって、確実に高品位な液晶表示装置を製造することができる。
【００１５】
　本発明においては、前記第２光学層を形成する工程は、前記第１光学層とは異なる領域
に対応する位置に設けられた透光性を有する第１領域と、前記第１光学層に対応する位置
に設けられた第２領域と、を備えたマスクを介して光を照射することにより前記第２光学
層を形成すると共に、前記光学層上に前記ポジ型感光性樹脂を含む保護膜を形成し、第１
領域の光透過率は、第２領域の光透過率よりも高いことが望ましい。
　この方法によれば、第１領域と第２領域との光透過率の差のために、形成される保護膜
には膜厚差が生じ、透過表示領域よりも反射表示領域が厚く形成される。そのため、この
膜厚差を備えた保護膜を、光路差を調整するための液晶層厚調整層として用いて、良好な
半透過半反射型の液晶表示装置を製造することができる。
【００１６】
　本発明においては、前記液状体は、ネガ型感光性樹脂の前駆体を含んでいることが望ま
しい。
　この方法によれば、有機溶剤に加えて液状体に含まれるネガ型感光性樹脂も液晶材料の
配向秩序を乱すため、更に容易に液晶材料を等方相とすることができる。また、液晶材料
を光重合させる露光を行うと、同時にネガ型感光性樹脂の重合反応が進むため、液晶材料
と共重合し、重合後も良好に等方相を維持する。更には、光学層上には、ネガ型感光性樹
脂を形成材料とし、第２光学層と共重合で強固に結合した保護膜が形成される。したがっ
て、信頼性が高く高品位な液晶表示装置を製造することができる。
【００１７】
　本発明においては、前記第２光学層を形成する工程では、前記第１光学層とは異なる領
域に対応する位置に設けられた透光性を有する第１領域と、前記第１光学層に対応する位
置に設けられた透光性を有する第２領域と、を備えたマスクを介して光を照射することに
より前記第２光学層を形成すると共に、前記光学層上に前記ネガ型感光性樹脂を含む保護
膜を形成し、第１領域の光透過率は、第２領域の光透過率よりも低いことが望ましい。
　この方法によれば、第１領域と第２領域との光透過率の差のために、形成される保護膜
には膜厚差が生じ、透過表示領域よりも反射表示領域が厚く形成される。そのため、この
膜厚差を備えた保護膜を、光路差を調整するための液晶層厚調整層として用いて、良好な
半透過半反射型の液晶表示装置を製造することができる。
【００１８】
　本発明においては、前記液晶材料は、光重合開始剤を含むことが望ましい。
　この方法によれば、液晶材料の反応を良好に促進させ、未反応の液晶材料が残存するこ
とを防いで良好な光学層とすることができる。そのため、例えば、感光性樹脂の反応が完
了し所望の保護膜が形成されたにも関わらず第２光学層に未反応の液晶材料が残存すると
いった事態を回避することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
［第１実施形態］
　以下、図１～図３を参照しながら、本発明の第１実施形態に係る液晶表示装置の製造方
法について説明する。なお、以下の全ての図面においては、図面を見やすくするため、各
構成要素の膜厚や寸法の比率などは適宜異ならせてある。
【００２０】
　図１は、本実施形態の液晶表示装置１の回路構成図である。液晶表示装置１の画像表示
領域を構成するマトリクス状に形成された複数の画素領域には、それぞれ画素電極４４と
画素電極４４をスイッチング制御するためのＴＦＴ９０とが形成されている。また、画素
電極４４と共通電極４２との間には液晶層３００が介在している。共通電極４２は走査線
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駆動回路１０２から延びる共通線３ｂと電気的に接続されており、複数のサブ画素で共通
の電位に保持されるようになっている。
【００２１】
　データ線駆動回路１０１から延びるデータ線６ａがＴＦＴ９０のソースと電気的に接続
されている。データ線駆動回路１０１は、画像信号Ｓ１、Ｓ２、…、Ｓｎを、データ線６
ａを介して各サブ画素に供給する。前記画像信号Ｓ１～Ｓｎはこの順に線順次に供給して
も構わないし、相隣接する複数のデータ線６ａ同士に対して、グループ毎に供給するよう
にしてもよい。
【００２２】
　また、ＴＦＴ９０のゲートには、走査線駆動回路１０２から延びる走査線３ａが電気的
に接続されている。走査線駆動回路１０２から所定のタイミングで走査線３ａにパルス的
に供給される走査信号Ｇ１、Ｇ２、…、Ｇｍが、この順に線順次でＴＦＴ９０のゲートに
印加されるようになっている。画素電極４４は、ＴＦＴ９０のドレインに電気的に接続さ
れている。スイッチング素子であるＴＦＴ９０が走査信号Ｇ１、Ｇ２、…、Ｇｍの入力に
より一定期間だけオン状態とされることで、データ線６ａから供給される画像信号Ｓ１、
Ｓ２、…、Ｓｎが所定のタイミングで画素電極４４に書き込まれるようになっている。画
素電極４４を介して液晶に書き込まれた所定レベルの画像信号Ｓ１、Ｓ２、…、Ｓｎは、
画素電極４４と液晶を介して対向する共通電極４２との間で一定期間保持される。
【００２３】
　次いで図２には、本実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置１の断面図を示す。図
に示すように、本実施形態の液晶表示装置１は、液晶層に対して基板面方向の電界（横電
界）を作用させ、液晶材料の方位角を制御することにより画像表示を行う横電界方式のう
ち、ＦＦＳ方式を採用したものである。
【００２４】
　液晶表示装置１は、駆動素子や配線等が形成された素子基板（一対の基板）１００と、
素子基板１００と対になり対向配置された対向基板（一対の基板）２００と、素子基板１
００と対向基板２００とに挟持される液晶層３００と、を備えている。本実施形態の液晶
表示装置１は、バックライト８０からの光を液晶層３００で変調し表示を行う透過表示領
域Ｔと、対向基板２００側から装置内に差し込む外光を液晶層３００で変調し表示を行う
反射表示領域Ｒと、を備えた半透過半反射型の表示方式を採用している。
【００２５】
　素子基板１００が備える基板本体１０Ａは、例えばガラス、窒化ケイ素等の無機物や、
アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂等の有機高分子（樹脂）、またはこれらの複合材料
など光透過性を備えた材料で形成されている。
【００２６】
　基板本体１０Ａの上には、図１に示すＴＦＴ等の駆動素子、走査線や共通線等の配線、
及びこれらを電気的に絶縁する無機物または有機物の絶縁膜などを備えた素子層１２が形
成されている。各種配線や駆動素子はフォトリソグラフィによりパターニングした後エッ
チングすることにより、また、絶縁膜は蒸着法やスパッタ法など通常知られた方法により
適宜形成することができる。
【００２７】
　素子層１２の上には、反射表示領域Ｒと平面的に重なって反射層１４が形成されている
。反射層１４は、アクリル樹脂等の樹脂層の上に、銀やアルミニウム等の金属反射膜が形
成されてなる。該樹脂層の表面は凹凸形状を有しており、金属反射膜はこの凹凸形状を反
映して形成されるため、反射層１４は全体として凹凸面を有した光散乱性の反射手段を構
成している。その他、銀やアルミニウム等の光反射性の金属膜や、屈折率の異なる誘電体
膜（ＳｉＯ２とＴｉＯ２等）を積層した誘電体積層膜（誘電体ミラー）を、例えばマスク
を介して蒸着法やスパッタ法により選択的に成膜して形成し、形成した膜の表面に凹凸形
状を形成することによっても得られる。
【００２８】
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　更に素子層１２の上には、反射層１４と素子層１２とを覆って、透過表示領域Ｔと反射
表示領域Ｒとに重なる共通電極４２が形成されている。共通電極４２は、ＩＴＯ（インジ
ウム錫酸化物）等の透明導電材料で形成されている。
【００２９】
　共通電極４２上には、表面を覆って全面に酸化シリコン等の無機絶縁膜からなる層間絶
縁膜１６が形成されており、層間絶縁膜１６上には、透過表示領域Ｔと反射表示領域Ｒと
に重なる画素電極４４が形成されている。画素電極４４はＩＴＯ等の透明導電材料からな
るものであり、平面視した状態では梯子（開口スリット）形状或いは櫛歯形状を備えてい
る。更に、層間絶縁膜１６上には、画素電極４４の表面を覆ってポリイミド等からなる配
向膜１７が形成されている。
【００３０】
　また、対向基板２００が備える基板本体２０Ａには、素子基板１００の基板本体１０Ａ
と同様、透明性を備える基板を用いることができ、例えばガラス、石英ガラス、窒化ケイ
素等の無機物や、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂等の有機高分子（樹脂）が使用可
能である。また、光透過性を備えるならば、前記材料を積層または混合して形成された複
合材料を用いることもできる。本実施形態では、基板本体２０Ａの材料としてガラスを用
いる。
【００３１】
　基板本体２０Ａの装置内面側の面には、着色層２２ａおよびブラックマトリクス２２ｂ
を備えたカラーフィルタ層２２が形成されている。カラーフィルタ層２２で、バックライ
ト８０から入射して装置前方に出射する光、及び装置前方より入射し反射層１４で反射し
て装置前方に出射する光を赤色、緑色、青色に変調し、各色の光を混色することでフルカ
ラー表示が可能となる。また、カラーフィルタ層２２の装置内面側の面には、カラーフィ
ルタ層２２を物理的または化学的に保護するために、図示略のオーバーコート層が形成さ
れている。なお、カラーフィルタ層２２は、素子基板１００側に形成することもできる。
【００３２】
　カラーフィルタ層２２の液晶層３００側の面には、全面に光学層配向膜２４が形成され
ている。光学層配向膜２４は後述する光学層３０の形成材料である液晶材料を配向するこ
とができれば特に限定は無く、ポリイミド膜をラビングして配向処理した有機配向膜や、
酸化シリコンの斜方蒸着膜のような無機配向膜などを、いずれも好適に用いることができ
る。また、例えばＪＳＲ社製のＡＬ１６４７０のような市販品を用いることもできる。
【００３３】
　光学層配向膜２４の液晶層３００側の面には、光学層３０が設けられている。光学層３
０は、光重合性の液晶材料（液晶モノマーあるいは液晶オリゴマー）を形成材料として用
いて形成する。光学層３０は、反射表示領域Ｒと重なる領域に設けられた第１光学層３０
ｒと、第１光学層３０ｒ以外の領域に設けられた第２光学層３０ｔとを備えている。第１
光学層３０ｒは、自身を透過する光に対して光学異方性を備えている。一方で第２光学層
３０ｔは、光学異方性を有さず、自身を透過する光に対して光学的に不活性である。光学
層３０の構造や形成方法については、後に詳述する。
【００３４】
　光学層３０の液晶層３００側の面には、反射表示領域Ｒと重なって、液晶層厚調整層２
６が形成されている。液晶層厚調整層２６は、例えばアクリル樹脂のような光学的に活性
な方位軸を持たない形成材料を用いて形成されている。液晶層厚調整層２６の層厚により
、反射表示領域Ｒにおける液晶層３００の層厚が透過表示領域Ｔにおける液晶層厚よりも
薄い、いわゆるマルチギャップ構造となっており、両表示領域の液晶層内の光路差を揃え
ている。
【００３５】
　光学層３０の液晶層３００側の面には、光学層３０及び液晶層厚調整層２６の表面を覆
って全面に、液晶層配向膜２７が形成されている。液晶層配向膜２７は液晶層３００が有
する液晶分子を配向させることができれば特に限定は無く、ポリイミド膜をラビングして
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配向処理した有機配向膜や、酸化シリコンの斜方蒸着膜のような無機配向膜などを、いず
れも好適に用いることができる。
【００３６】
　その他、素子基板１００は液晶層３００と反対側に偏光板１８を備えており、対向基板
２００は液晶層３００と反対側に偏光板２８を備えている。本実施形態の液晶表示装置１
は以上のような構成となっている。
【００３７】
　次に、本実施形態の液晶表示装置１の製造方法を、光学層の形成工程を中心にして説明
する。図３は、光学層３０の製造工程を示す工程図である。
【００３８】
　図３（ａ）に示すように、基板本体１０Ａ上に形成されたカラーフィルタ層２２上に、
定法に従い光学層配向膜２４を形成する。更に光学層配向膜２４上に液晶材料（液晶モノ
マーあるいは液晶オリゴマー）を後述する有機溶剤に溶かした溶液を塗布して液晶材料層
５０ａを形成する。液晶材料層５０ａでは、光学層配向膜２４の配向規制力により液晶材
料が所定の配向状態を取った液晶相となる。
【００３９】
　ここで、用いる有機溶剤としては、例えばトルエン、キシレン、シクロヘプタンなどの
非極性溶媒や、アセトン、メチルエチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、
２－アセトキシ－１－メトキシプロパンなどのケトン類、ｎ－メチルピロリドンなどのラ
クタム類、酢酸メチル、酢酸エチル、乳酸エチルなどのエステル類、テトラヒドロフラン
やブチルセルソルブ（エチレングリコールモノブチルエーテル）などのエーテル類、など
の非プロトン性極性溶媒を用いることができる。
【００４０】
　液晶材料としては、光学異方性を備え、重合して高分子を形成する光重合性の液晶性の
化合物であれば使用可能である。本実施形態では、液晶材料としてＢＡＳＦ社製のＬＣ２
４２を用い、シクロペンタノン溶液として塗布した。溶液の濃度としては１５～５０重量
％であれば好適に作業を実施することができ、本実施形態では２５重量％とした。
【００４１】
　また、用いる液晶材料に対して０．５～１５重量％の光重合開始剤を添加すると、後述
する重合反応が促進されるため好適である。光重合開始剤としては、通常の光反応で用い
られる化合物を好適に用いることができ、例えば、チバ・ジャパン社製のイルガキュア９
０７を用いることができる。また、液晶材料層５０ａの膜厚は１μｍとした。
【００４２】
　液晶材料を含む溶液の塗布は、スピンコート法やスリットコート法、液滴吐出法やディ
スペンサ法、またはフレキソ印刷やスクリーン印刷といった印刷法などの方法を用いて行
うことができる。特に液滴吐出法やディスペンサ法、またはフレキソ印刷やスクリーン印
刷といった印刷法などの方法を用いて塗布を行うと、所望の位置に必要量の液晶材料を塗
布することができるため、材料の無駄を無くすことができ好適である。本実施形態では液
滴吐出法を用いて液晶材料の塗布を行う。
【００４３】
　図３（ｂ）に示すように、第１光学層の形成領域に対応する位置に開口部Ｍａを備えた
マスクＭを介して液晶材料層５０ａに紫外線Ｌを照射する。紫外線Ｌに曝された材料層３
０ａは配向状態を備えた液晶相を保持して硬化し、第１光学層３０ｒを形成する。また、
マスクＭの遮光部Ｍｂに覆われて紫外線Ｌが当たらなかった領域では、重合反応が起こら
ないため液晶材料層５０ａの状態を維持する。照射する紫外線の光源には、少なくともｉ
線（３６５ｎｍ）を照射可能であるものを用い、紫外線照射量は、５～２００ｍＪ／ｃｍ
２の範囲に設定した。このような光源としては、通常の高圧水銀灯を用いることができる
。
【００４４】
　図３（ｃ）に示すように、液晶材料層５０ａおよび第１光学層３０ｒを覆って全面に、
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ポジ型感光性樹脂と所定の有機溶剤とを含む液状体７０を塗布する。ポジ型感光性樹脂は
、液晶材料と規則的な配向を行うことがない、屈折率異方性を呈さない分子構造であるな
らば、好適に用いることができる。本実施形態では、液状体７０としてＪＳＲ社製のＯＰ
ＴＭＥＲ　ＰＣ－４０５Ｇを用い、膜厚は０．５～２μｍとした。
【００４５】
　液状体７０が液晶材料層５０ａと接触すると、液状体７０が備える有機溶剤が液晶材料
層５０ａに含浸する。すると、液晶材料層５０ａに分散する有機溶剤が液晶材料層５０ａ
中の液晶材料の配向を乱すため、液晶相状態であった液晶材料層５０ａは等方相を呈する
液晶材料層５０ｂとなる。一方で、予め重合させている第１光学層３０ｒは、液状体７０
により配向状態が変化することがなく、液晶相状態を維持する。
【００４６】
　前述した有機溶剤の中でも、ケトン類、エステル類、ラクタム類といったカルボニル基
を備える有機溶剤は、液晶材料との親和性がよく相溶性が高く、また液状体７０と容易に
混和し液晶材料層５０ａを良好に等方相とすることができるため好ましい。またケトン類
は、加水分解等の副反応を起こしにくく、形成される光学層５０に余計な夾雑物が残存す
るおそれが少ないため、より好ましい。
【００４７】
　用いる有機溶剤は、大気圧下における沸点が７０℃以上１６０℃以下であると良い。有
機溶剤の沸点が７０℃未満であると、有機溶剤の揮発・蒸発が進みやすいため、十分に等
方相への相状態の変化が進行する前に、有機溶剤が蒸発してしまうおそれがある。また、
有機溶剤の沸点が１６０℃より高いと、光学層形成後に有機溶剤が残存しやすく、除去が
困難となる。
【００４８】
　これらのことから、例えば先に例示した複数の有機溶剤の中からは、好ましい有機溶剤
として、メチルエチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、２－アセトキシ－
１－メトキシプロパン、乳酸エチルなどを挙げることができる。本実施形態では、シクロ
ペンタノンを用いた。
【００４９】
　図３（ｄ）に示すように、液状体７０側から紫外線Ｌを全面に照射し、液晶材料層５０
ｂの液晶材料を重合させると共に、液状体７０中のポジ型感光性樹脂を分解させる。照射
する紫外線の光源には、少なくともｇ線（４３６ｎｍ）、ｈ線（４０５ｎｍ）、ｉ線（３
６５ｎｍ）を照射可能であるものを用い、紫外線照射量は、２００～１０００ｍＪ／ｃｍ
２の範囲に設定した。このような光源としては、通常の高圧水銀灯を用いることができる
。
【００５０】
　このとき、ポジ型感光性樹脂は、紫外線Ｌに露光することで、高分子鎖の主鎖が切れ、
モノマー単位にまで分解した分解物から、低分子量の重合体（オリゴマー）を含む多量体
まで様々な分子量に分解物に分解する。それら分解物のうち、隣接する液晶材料層５０ｂ
に拡散可能となるまで低分子量化した分解物は、液晶材料層５０ｂ中に分散する。このよ
うな分解物は、液晶材料層５０ｂが含む液晶材料の配向秩序を乱す要因となる。
【００５１】
　一方で、液晶材料層５０ｂでは、拡散するポジ型感光性樹脂の分解物を内包したまま液
晶材料の重合が進行する。液晶材料層５０ｂは、液状体７０の有機溶剤と、分散するポジ
型感光性樹脂の分解物とにより等方相となったまま重合が進み、等方相を呈する第２光学
層３０ｔを形成する。また、第１光学層３０ｒに紫外線照射されることにより、第１光学
層３０ｒの重合／硬化がより促進される。
【００５２】
　その後、アルカリ性現像液を用いて、第１光学層３０ｒと第２光学層３０ｔとの表面に
残されるポジ型感光性樹脂の分解物や有機溶剤を洗い流す。表面洗浄に用いるアルカリ性
現像液は、例えば、炭酸ナトリウムと炭酸水素ナトリウムとの混合水溶液や、テトラメチ
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ルアンモニウムヒドロキシド水溶液など、通常用いられる現像液を使用することができる
。
【００５３】
　必要に応じて、液晶材料の重合反応を完結させるために、１５０～２３０℃に程度に焼
成を実施することとしても良い。この場合の焼成時間は、第１光学層３０ｒの配向が乱れ
ない程度の時間であることは言うまでも無い。このような加熱工程では、重合反応を完結
させるとともに、使用した有機溶剤を確実に蒸発させ除去することができる。
【００５４】
　以上のようにして、第１光学層３０ｒと第２光学層３０ｔとを有する光学層３０を形成
することができる。このように製造される光学層３０を用い、従来知られた方法にて液晶
表示装置１を製造することができる。
【００５５】
　以上のような液晶表示装置１の製造方法によれば、液状体７０に含まれる有機溶剤が液
晶材料層５０ａに溶け込むことで液晶材料の配向秩序を乱し、加熱することなく等方相を
備える液晶材料層５０ｂとすることができる。したがって、温度制御と同時に露光を行い
液晶材料を重合させるといった煩雑な工程が不要となり、容易に第１光学層３０ｒと第２
光学層３０ｔとを備え光学層３０とすることができる。そのため、工程負荷を減らして高
品位な液晶表示装置を製造することができる。
【００５６】
　また、本実施形態では、前記液晶材料を塗布した領域の全面に前記液状体を配置するこ
ととしている。予め形成された第１光学層３０ｒは液状体７０により配向状態が変化する
ことが無いため、液状体７０を全面塗布することで、簡便な工程にて光学層３０を形成す
ることができる。
【００５７】
　また、本実施形態では、液状体がポジ型感光性樹脂を含んでいることとしている。その
ため、液状体７０に含まれるポジ型感光性樹脂も液晶材料層５０ａの配向秩序を乱すため
、更に容易に液晶材料層５０ｂとすることができる。また、液晶材料を光重合させるため
の露光を行うと、同時にポジ型感光性樹脂が分解し、分解物が第２光学層３０ｔに残存す
る。そのため、重合後も良好に等方相を維持し、確実に高品位な液晶表示装置１を製造す
ることができる。
【００５８】
　また、本実施形態においては、第２光学層を形成する工程で液状体７０側から紫外線照
射を行うこととしたが、必要に応じて基板本体１０Ａ側から紫外線照射を行っても良く、
また基板本体１０Ａ側と液状体７０側との両側から紫外線照射を行っても良い。
【００５９】
［第２実施形態］
　図４から６は、本発明の第２実施形態に係る液晶表示装置の製造方法の説明図である。
本実施形態の液晶表示装置の製造方法は、第１実施形態と一部共通している。異なるのは
、光学層３１の表面が保護膜３１ｈで覆われていることである。したがって、本実施形態
において第１実施形態と共通する構成要素については同じ符号を付し、詳細な説明は省略
する。
【００６０】
　図４は、本実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置２の断面図を示す。液晶表示装
置２が備える光学層３１は、反射表示領域Ｒと重なる領域に設けられた第１光学層３１ｒ
と、第１光学層３１ｒ以外の領域に設けられた第２光学層３１ｔと、第１光学層３１ｒお
よび第２光学層３１ｔの表面（液晶層３００側の面）を覆って同じ厚みで形成された保護
膜３１ｈと、を備えている。
【００６１】
　図５は、本実施形態の液晶表示装置２の製造方法を示す工程図であり、図３（ｃ）（ｄ
）に対応する図である。本実施形態では、図３（ａ）（ｂ）に示す第１光学層形成までの
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工程は共通するため省略し、第１実施形態の製造方法と異なる工程のみ示している。
【００６２】
　図５（ａ）に示すように、第１実施形態の製造方法と同様に第１光学層３１ｒを形成す
る。更に、未反応の液晶材料を含む材料層および第１光学層３１ｒを覆って全面に、ネガ
型感光性樹脂の前駆体と所定の有機溶剤とを含む液状体７１を塗布する。ネガ型感光性樹
脂は、液晶材料と規則的な配向を行うことがない、屈折率異方性を呈さない分子構造であ
るならば、好適に用いることができる。本実施形態では、液状体７１としてＪＳＲ社製の
ＯＰＴＭＥＲ　ＮＮ－５２５Ｅを用い、膜厚は０．５～２μｍとした。
【００６３】
　第１実施形態と同様に、液状体７１が材料層と接触すると、液状体７１が備える有機溶
剤が材料層に含浸し、材料層中の液晶材料の配向を乱すため、液晶相状態であった材料層
は等方相を呈する液晶材料層５０ｃとなる。また、ネガ型感光性樹脂の前駆体（モノマー
あるいはオリゴマー）も有機溶剤と同じく材料層に分散して、液晶材料の配向状態を乱し
、等方相への相転移を促進する。
【００６４】
　図５（ｂ）に示すように、紫外線Ｌを全面に照射し、液晶材料層５０ｃの液晶材料を重
合させると共に、液状体７１中のネガ型感光性樹脂を重合させる。照射する紫外線の光源
には、高圧水銀灯を用い、紫外線照射量は、２００～１０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲に設定
した。
【００６５】
　このとき、液晶材料層５０ｃ中では、紫外線Ｌに露光することで重合反応が進行し、液
晶材料とネガ型感光性樹脂の前駆体とが共重合する。非液晶性の分子構造が液晶高分子の
分子鎖に取り込まれるため、形成させる重合体は良好に等方相状態を維持する。
【００６６】
　また、液状体７１では、ネガ型感光性樹脂の前駆体が重合して、保護膜３１ｈを形成す
る。更に、液晶材料層５０ｃと液状体７１との界面では、保護膜３１ｈを形成するネガ型
感光性樹脂の前駆体と、第２光学層３１ｔを形成するネガ型感光性樹脂及び液晶材料の混
合物とが共重合する。したがって、形成される第２光学層３１ｔと保護膜３１ｈとは互い
に共重合した高分子鎖でつながった一体のものとなる。
【００６７】
　以上のようにして、第１光学層３１ｒと第２光学層３１ｔとを有し、更に表面には第２
光学層３１ｔと化学結合した保護膜３１ｈを有する光学層３１を形成することができる。
このように製造される光学層３１を用い、従来知られた方法にて液晶表示装置２を製造す
ることができる。
【００６８】
　以上のような液晶表示装置２の製造方法によれば、有機溶剤に加えて液状体７１に含ま
れるネガ型感光性樹脂も液晶材料の配向秩序を乱すため、更に容易に液晶材料層５０ｃを
等方相とすることができる。また、液晶材料を光重合させるため露光を行うと、同時にネ
ガ型感光性樹脂の重合反応が進むため、液晶材料と共重合し、重合後も良好に等方相を維
持する。更には、光学層３１上には、ネガ型感光性樹脂を形成材料とし、第２光学層３１
ｔと共重合で強固に結合した保護膜３１ｈが形成される。したがって、信頼性が高く高品
位な液晶表示装置２を製造することができる。
【００６９】
　なお、本実施形態では、液状体７１にはネガ型感光性樹脂を含むこととしたが、ポジ型
感光性樹脂を用いて、保護膜を備える光学層を形成することもできる。図６は、ポジ型感
光性樹脂を含む液状体７０を用いた場合の工程図であり、図５に対応する図である。
【００７０】
　図６（ａ）に示すように、第１実施形態の製造方法と同様に第１光学層３２ｒを形成す
る。更に、未反応の液晶材料を含む材料層および第１光学層３２ｒを覆って全面に、ポジ
型感光性樹脂の前駆体と有機溶剤とを含む液状体７０を塗布する。すると、液状体７０が
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備える有機溶剤が材料層に含浸し、材料層中の液晶材料の配向を乱すため、液晶相状態で
あった材料層は等方相を呈する液晶材料層５０ｂとなる。
【００７１】
　図６(ｂ)に示すように、光量を制限するためのハーフトーンマスク６１を介して紫外線
Ｌを全面に照射し、液晶材料層５０ｂの液晶材料を重合させると共に、液状体７０中のポ
ジ型感光性樹脂を分解させる。液晶材料層５０ｂは、液状体７０の有機溶剤と、分散する
ポジ型感光性樹脂の分解物とにより等方相となったまま重合が進み、等方相を呈する第２
光学層３２ｔを形成する。
【００７２】
　更に、ハーフトーンマスク６１により光量が制限されているために、ポジ型感光性樹脂
を完全に分解させることなく、表面に保護膜３２ｈとして残すことができる。ここで、液
晶材料中に光重合開始剤を添加しておくと、感光性樹脂の反応が完了し所望の保護膜が形
成されたにも関わらず第２光学層３２ｔに未反応の液晶材料が残存するといった事態を回
避することが可能となる。また、用いるポジ型感光性樹脂由来の色を脱色するために、所
謂ブリーチ露光を行うこととしてもよい。
【００７３】
　その後、アルカリ性現像液を用いて、保護膜３２ｈの表面に残されるポジ型感光性樹脂
の分解物や有機溶剤を洗い流す。以上のようにして、ポジ型感光性樹脂の保護膜３２ｈが
形成された光学層３２を形成することができ、光学層３２を用いて液晶表示装置を製造す
ることとしても良い。
【００７４】
［第３実施形態］
　図７および８は、本発明の第３実施形態に係る液晶表示装置の製造方法の説明図である
。本実施形態の液晶表示装置の製造方法は、第１実施形態と一部共通している。異なるの
は、液晶層厚調整層２６を形成しない代わりに、液晶層厚調整層と同じ機能を備えた保護
膜３３ｈを有する光学層３３を用いることである。したがって、本実施形態において第１
実施形態と共通する構成要素については同じ符号を付し、詳細な説明は省略する。
【００７５】
　図７は、本実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置３の断面図を示す。液晶表示装
置３が備える光学層３３は、反射表示領域Ｒと重なる領域に設けられた第１光学層３３ｒ
と、第１光学層３３ｒ以外の領域に設けられた第２光学層３３ｔとを備え、更に、反射表
示領域Ｒと重なってポジ型感光性樹脂で形成された保護膜３３ｈと、を備えている。保護
膜３３ｈの層厚により、反射表示領域Ｒにおける液晶層３００の層厚が透過表示領域Ｔに
おける液晶層厚よりも薄い、いわゆるマルチギャップ構造となっており、両表示領域の液
晶層内の光路差を揃えている。
【００７６】
　図８は、本実施形態の液晶表示装置３の製造方法を示す工程図であり、図３（ｃ）（ｄ
）に対応する図である。本実施形態では、第２実施形態と同様、図３（ａ）（ｂ）に示す
第１光学層形成までの工程は共通するため省略し、第１実施形態の製造方法と異なる工程
のみ示している。
【００７７】
　図８（ａ）に示すように、第１実施形態の製造方法と同様に第１光学層３３ｒを形成す
る。更に、未反応の液晶材料を含む材料層および第１光学層３３ｒを覆って全面に、ポジ
型感光性樹脂の前駆体と有機溶剤とを含む液状体７０を塗布する。すると、液状体７０が
備える有機溶剤が材料層に含浸し、材料層中の液晶材料の配向を乱すため、液晶相状態で
あった材料層は等方相を呈する液晶材料層５０ｂとなる。
【００７８】
　図８(ｂ)に示すように、マスク６２を介して紫外線Ｌを照射し、液晶材料層５０ｂの液
晶材料を重合させると共に、液状体７０中のポジ型感光性樹脂を分解させる。用いるマス
ク６２は、第１光学層３３ｒとは異なる領域に対応する位置に設けられた、透光性を有す
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る第１開口部（第１領域）６２ａと、第１光学層３３ｒに対応する位置に設けられた遮光
部（第２領域）６２ｂと、を備えている。
【００７９】
　この時液晶材料層５０ｂでは、液状体７０の有機溶剤と、分散するポジ型感光性樹脂の
分解物とにより等方相となったまま重合が進み、等方相を呈する第２光学層３３ｔを形成
する。一方、液状体７０中のポジ型感光性樹脂は、第１開口部６２ａと重なる領域ではポ
ジ型感光性樹脂の分解が促進する一方で、遮光部６２ｂと重なる領域では分解反応が起こ
らず、表面に保護膜３３ｈとして残すことができる。その後、アルカリ性現像液を用いて
現像処理を行う。
【００８０】
　以上のようにして、ポジ型感光性樹脂の保護膜３３ｈが形成された光学層３３を形成す
ることができ、光学層３３を用いて液晶表示装置３を製造する。
【００８１】
　以上のような液晶表示装置３の製造方法によれば、第１開口部６２ａと遮光部６２ｂと
の光透過率の差のために、ポジ型感光性樹脂の分解量に差が生じ、第１光学層３３ｒ上に
選択的に保護膜３３ｈを形成することができる。更に、保護膜３３ｈを、光路差を調整す
るための液晶層厚調整層として用いることで、良好な半透過半反射型の液晶表示装置３を
製造することができる。
【００８２】
　なお、本実施形態では、第２領域を遮光部６２ｂとして、塗布したポジ型感光性樹脂を
分解させないこととしたが、第２領域をハーフトーンマスクとすることで光量を調節し、
保護膜３３ｈの膜厚を調整することとしても良い。
【００８３】
［第４実施形態］
　図９から１１は、本発明の第４実施形態に係る液晶表示装置の製造方法の説明図である
。本実施形態の液晶表示装置の製造方法は、第３実施形態と一部共通している。異なるの
は、保護膜３４ｈが第２光学層３４ｔと重なる領域にまで延在して形成されており、第２
光学層３４ｔに重なる保護膜３４ｈよりも、第１光学層３４ｒに重なる保護膜３４ｈが厚
く形成されていることである。したがって、本実施形態において第３実施形態と共通する
構成要素については同じ符号を付し、詳細な説明は省略する。
【００８４】
　図９は、本実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置４の断面図を示す。液晶表示装
置４が備える光学層３４は、反射表示領域Ｒと重なる領域に設けられた第１光学層３４ｒ
と、第１光学層３４ｒ以外の領域に設けられた第２光学層３４ｔとを備え、更に、第１光
学層３４ｒと第２光学層３４ｔとを覆って全面にネガ型感光性樹脂で形成された保護膜３
４ｈを備えている。また、保護膜３４ｈは、第２光学層３４ｔに重なる保護膜３４ｈより
も、第１光学層３４ｒに重なる保護膜３４ｈが厚く形成されている。保護膜３４ｈの膜厚
差により、反射表示領域Ｒにおける液晶層３００の層厚が透過表示領域Ｔにおける液晶層
厚よりも薄い、いわゆるマルチギャップ構造となっており、両表示領域の液晶層内の光路
差を揃えている。
【００８５】
　図１０は、本実施形態の液晶表示装置４の製造方法を示す工程図であり、図８に対応す
る図である。
【００８６】
　図１０（ａ）に示すように、第１実施形態の製造方法と同様に第１光学層３４ｒを形成
する。更に、未反応の液晶材料を含む材料層および第１光学層３４ｒを覆って全面に、ネ
ガ型感光性樹脂の前駆体と有機溶剤とを含む液状体７１を塗布する。すると、液状体７１
が備える有機溶剤が材料層に含浸し、材料層中の液晶材料の配向を乱すため、液晶相状態
であった材料層は等方相を呈する液晶材料層５０ｃとなる。
【００８７】
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　図１０(ｂ)に示すように、マスク６３を介して紫外線Ｌを照射し、液晶材料層５０ｃの
液晶材料とネガ型感光性樹脂の前駆体とを重合させると共に、液状体７１中のネガ型感光
性樹脂を重合させる。用いるマスク６３は、第１光学層３４ｒとは異なる領域に対応する
透光性を有する第１開口部（第１領域）６３ａと、第１光学層３４ｒに対応する、第１開
口部６３ａより光透過率の低い第２開口部（第２領域）６３ｂと、を備えている。第２開
口部６３ｂには、ハーフトーンマスクを備える。
【００８８】
　この時、液晶材料層５０ｃでは、液状体７１の有機溶剤と、分散するネガ型感光性樹脂
の前駆体とにより等方相となったまま重合が進み、等方相を呈する第２光学層３３ｔを形
成する。一方、液状体７１中のネガ型感光性樹脂は、第１開口部６３ａと重なる領域と、
第２開口部６３ｂと重なる領域とでは露光量が異なるため、形成される重合体の量に差を
生じ、膜厚差を有する保護膜３４ｈとなる。更に、液晶材料層５０ｃと液状体７１との界
面では、保護膜３４ｈを形成するネガ型感光性樹脂の前駆体と、第２光学層３４ｔを形成
するネガ型感光性樹脂及び液晶材料の混合物とが共重合する。したがって、形成される第
２光学層３４ｔと保護膜３４ｈとは互いに共重合した高分子鎖でつながった一体のものと
なる。その後、アルカリ性現像液を用いて現像処理を行う。
【００８９】
　以上のようにして、第１光学層３４ｒと第２光学層３４ｔとを有し、更に表面には第２
光学層３４ｔと化学結合し膜厚差を有する保護膜３４ｈを備えた光学層３４を形成するこ
とができる。このように製造される光学層３４を用い、従来知られた方法にて液晶表示装
置４を製造することができる。
【００９０】
　以上のような液晶表示装置４の製造方法によれば、第１開口部６３ａと第２開口部６３
ｂとの光透過率の差のために、形成される保護膜３４ｈには膜厚差が生じ、透過表示領域
よりも反射表示領域が厚く形成される。そのため、この膜厚差を備えた保護膜を、光路差
を調整するための液晶層厚調整層として用いて、良好な半透過半反射型の液晶表示装置を
製造することができる。
【００９１】
　第１光学層３４ｒと第２光学層３４ｔとの表面に保護膜３４ｈを形成することが出来る
と同時に、第１開口部６３ａと第２開口部６３ｂとの光透過率の差のために、第１光学層
３４ｒ上に厚く保護膜３４ｈを形成することができる。更に、保護膜３４ｈの膜厚差を、
光路差を調整するための液晶層厚調整層と同様に用いることで、良好な半透過半反射型の
液晶表示装置４を製造することができる。
【００９２】
　なお、本実施形態では、液状体７１にはネガ型感光性樹脂を含むこととしたが、ポジ型
感光性樹脂を用いて、保護膜を備える光学層を形成することもできる。図１１は、ポジ型
感光性樹脂を含む液状体７０を用いた場合の工程図であり、図１０に対応する図である。
【００９３】
　図１１（ａ）に示すように、第１実施形態の製造方法と同様に第１光学層３５ｒを形成
する。更に、未反応の液晶材料を含む材料層および第１光学層３５ｒを覆って全面に、ポ
ジ型感光性樹脂の前駆体と有機溶剤とを含む液状体７０を塗布する。すると、液状体７０
が備える有機溶剤が材料層に含浸し、材料層中の液晶材料の配向を乱すため、液晶相状態
であった材料層は等方相を呈する液晶材料層５０ｂとなる。
【００９４】
　図１１(ｂ)に示すように、マスク６４を介して紫外線Ｌを照射し、液晶材料層５０ｂの
液晶材料を重合させると共に、液状体７０中のポジ型感光性樹脂を分解させる。用いるマ
スク６４は、第１光学層３５ｒとは異なる領域に対応する透光性を有する第１開口部（第
１領域）６４ａと、第１光学層３５ｒに対応する遮光部（第２領域）６４ｂと、を備えて
いる。第１開口部６４ａには、ハーフトーンマスクを備える。
【００９５】
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　液晶材料層５０ｂは、液状体７０の有機溶剤と、分散するポジ型感光性樹脂の分解物と
により等方相となったまま重合が進み、等方相を呈する第２光学層３２ｔを形成する。液
状体７１中のネガ型感光性樹脂は、第１開口部６４ａと重なる領域と、遮光部６４ｂと重
なる領域とでは露光量が異なるため、形成される重合体の量に差を生じ、膜厚差を有する
保護膜３５ｈとなる。その後、アルカリ性現像液を用いて現像処理を行う。
【００９６】
　以上のようにして、ポジ型感光性樹脂の保護膜３５ｈが形成された光学層３５を形成す
ることができ、光学層３５を用いて液晶表示装置を製造することとしても良い。更には、
第１開口部６４ａよりも光透過率が低いならば、第２領域をハーフトーンマスクとするこ
とで光量を調節し、保護膜３５ｈの膜厚を調整することとしても良い。
【００９７】
［電子機器］
　次に、本発明の液晶表示装置を用いた電子機器の例について説明する。図１２は、電子
機器の一例を示す斜視図である。図１２に示す携帯電話１３００は、本発明の液晶表示装
置を小サイズの表示部１３０１として備え、複数の操作ボタン１３０２、受話口１３０３
、及び送話口１３０４を備えて構成されている。これにより、本発明の液晶表示装置によ
り構成された表示品質に優れる表示部を具備した携帯電話１３００を提供することができ
る。
【００９８】
　上記各実施の形態の液晶表示装置は、上記携帯電話に限らず、電子ブック、パーソナル
コンピュータ、ディジタルスチルカメラ、テレビジョン受像機、ビューファインダ型ある
いはモニタ直視型のビデオテープレコーダ、カーナビゲーション装置、ページャ、電子手
帳、電卓、ワードプロセッサ、ワークステーション、テレビ電話、ＰＯＳ端末、タッチパ
ネルを備えた機器等々の画像表示手段として好適に用いることができ、かかる構成とする
ことで、表示品質が高く、信頼性に優れた表示部を備えた電子機器を提供できる。
【００９９】
　以上、添付図面を参照しながら本発明に係る好適な実施の形態例について説明したが、
本発明は係る例に限定されないことは言うまでもない。上述した例において示した各構成
部材の諸形状や組み合わせ等は一例であって、本発明の主旨から逸脱しない範囲において
設計要求等に基づき種々変更可能である。
【図面の簡単な説明】
【０１００】
【図１】第１実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置の回路構成図である。
【図２】第１実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置の断面図である
【図３】第１実施形態の液晶表示装置の製造方法を示す工程図である。
【図４】第２実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置の断面図である。
【図５】第２実施形態の液晶表示装置の製造方法を示す工程図である。
【図６】第２実施形態の液晶表示装置の製造方法を示す工程図である。
【図７】第３実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置の断面図である。
【図８】第３実施形態の液晶表示装置の製造方法を示す工程図である。
【図９】第４実施形態の製造方法で製造する液晶表示装置の断面図である。
【図１０】第４実施形態の液晶表示装置の製造方法を示す工程図である。
【図１１】第４実施形態の液晶表示装置の製造方法を示す工程図である。
【図１２】本発明の液晶表示装置を用いた電子機器の一例を示す斜視図である。
【符号の説明】
【０１０１】
１～４…液晶表示装置、２４…光学層配向膜（配向膜）、３０～３５…光学層、３０ｒ～
３５ｒ…第１光学層、３０ｔ～３５ｔ…第２光学層、３１ｈ～３５ｈ…保護膜、６２～６
４…マスク、６２ａ～６４ａ…第１開口部６２ｂ～６４ｂ…第２領域、７０，７１…液状
体、１００…素子基板（一対の基板）、２００…対向基板（一対の基板、一方の基板）３
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００…液晶層、Ｌ…紫外線（光）、Ｒ…反射表示領域、Ｔ…透過表示領域、
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